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研究要旨 

日本で水道スマートメーターを導入した場合のデータの利活用の可能性を検討し、

スマートメーター導入の促進に寄与することを目標とし、①ディープラーニング手法に

よるデータの解析、②需要サイドから手法検討、③多様な料金制度の検討、という 3 つ

のアプローチからの研究を進めた。その結果、細かいデータ粒度でのディープラーニン

グ手法の検討には一定程度の目途が立ったが、スマートメータからのデータ粒度である

15 分～1 時間程度の場合については、来年度以降の検討課題となった。需要サイドから

の水使用量データの利活用については、先行する電力事例へのヒアリング調査より、防

災や商圏分析への適用可能性が明らかになり、一般家庭へのアンケート調査からは災害、

漏水、見守り等へのニーズが高いことが明らかになった。多様な料金制度の検討につい

ても、先行する電力事例のサーベイより、ディマンドレスポンスの効果とナッジ手法の

適用が増えていることが明らかになった。今後は、アプローチ間の連携をとっていくこ

とが必要である。 

 

 

1. 研究目的 

本研究の目的は、スマートメータから得

られるデータの利活用の可能性を検討し、

その利点を具体的に示すことにより、ス

マートメータ導入の促進に寄与すること

である。そのため、①ディープラーニング

手法によるデータの解析、②見える化の

方法など需要サイドから手法検討、③多

様な料金制度の検討、という 3 つのアプ

ローチを行う。 

 

2. 研究方法 

①ディープラーニング手法による解析  

これまでに取得済みの水使用量およ

び水使用行動のデータを用いて、解析

に適した形へのデータクリーニング手

法や、水使用量データの特徴にあった

ディープラーニング手法を探索した。 

あわせて、機械学習によるデータ分

類の国内外の研究をサーベイし、ディ

ープラーニング手法を探索した。 
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②需要サイドからの水使用データ活用手

法の検討 

データの利活用で先行している、電

力使用量の活用について東京電力およ

びその関連会社、グリッドデータバン

クラボへのヒアリング調査を行った。 

また、水使用データの活用について

検討し、プロトタイプを提案し、一般

家庭を対象にしたアンケート調査を行

った。 

 

③多様な料金制度の検討 

多様な料金制度の活用が先行してい

る電力について、分析事例のサーベイ

と検証を行った。 

 

3. 研究結果と考察 

各研究項目の詳細は、分担研究報告に記

載するため、要点のみ記載する。 

①ディープラーニング手法による解析 

データの粒度が 1 秒間の場合のデ

ータから解析を開始した。まずは家庭

での水使用を単独水栓での使用に整

理しなおして、波形の特徴を把握した。

一般的に、家庭での水使用は、複数用

途が並列して行われることが多いた

め、重ね合わせの場合の検討も行った。

用途別流量予測器および用途識別器

を作成した。用途識別器については、

用途毎に利用の有無を出力する独立

した二値識別器を複数構成し、全ての

識別器で 95%を超える精度で用途別

の利用状況を推定できることを確認

した。再現性とデータ粒度を粗くした

場合について、別の家庭での再現性に

ついて、検討を実施中である。 

また、国際的な研究動向をサーベイ

した結果、水使用量データのディープ

ラーニングについて、分単位のデータ

での成功事例はいまだないため、スマ

ートメータからの 15 分から 1 時間に

1回の粒度のデータをディープラーニ

ングすることで可能になることが何

かを考えていくことが必要である。 

 

②需要サイドからの水使用データ活用手

法の検討 

ヒアリング調査の結果、防災や商圏

分析への利活用の可能性があること、

それに伴って個人情報保護の仕組みを

近く確立する予定であることが明らか

になった。一方で、需要サイドの行動や

ニーズの調査が行われていないことが

明らかになった。 

一般家庭へのアンケート調査の結果、

災害、漏水、見守り等へのニーズが高い

ことが明らかになった。 

 

③多様な料金制度の検討 

電力使用の場合、主としてピーク需

要を削減するためのデマンド・レスポ

ンス（ＤＲ）の効果がおよそ 5～20％程

度と検証されていることを確認した。

なお近年の研究動向として、一般家庭

がＤＲに反応する際の限定合理性を前

提とした誘導方策（ナッジ）に関する研

究が増えていることが明らかになった。 

 

このように、今年度は 3 つのアプロー

チそれぞれで研究を進めてきたが、今後

は、アプローチ間の連携をとりながら、進

めていく。 

 

4. 健康危険情報 

なし 
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5. 研究発表 

準備中 

 

6. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 


